
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券

時価のあるもの…決算時における市場価額等に基づく時価法を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品…総平均法による原価基準を採用している。

（３）固定資産の減価償却について

有形固定資産…定率法を採用している。

無形固定資産…定額法を採用している。

（４）引当金の計上基準

　役員退職慰労引当金…役員退職慰労引当金は、役員退任時の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上している。

　退職給付引当金…職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて計上してい

る。

　賞与引当金…役職員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額及び当該支給見込額に対応する

社会保険料法人負担見込額のうち当期に負担すべき役職員賞与見込額を計上している。

帰属する期間：7月1日～9月30日（3ヶ月）

（５）リース取引に関する会計基準等

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、平成20事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業審議会第

一部会）、平成19年3月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成6年1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適用し、通常の売買取

引に係る会計処理によっている。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（６）消費税等の会計

　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

普通預金 2,108,493 789,321,225 779,698,066 11,731,652

投資有価証券 793,371,707 883,934,734 980,172,899 697,133,542

795,480,200 1,673,255,959 1,759,870,965 708,865,194

特定資産

15,707,074 0 0 15,707,074

6,571,250 0 0 6,571,250

22,278,324 0 0 22,278,324

817,758,524 1,673,255,959 1,759,870,965 731,143,518

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

普通預金 11,731,652 （1,000,000） （10,731,652）

投資有価証券 697,133,542 （697,133,542）

708,865,194 （1,000,000） （707,865,194）

特定資産

15,707,074 (　　　0） （15,707,074） （15,707,074）

6,571,250 （　　　0） （6,571,250） （6,571,250）

22,278,324 （　　　0） （22,278,324） （22,278,324）

731,143,518 （1,000,000） （777,088,524） （22,278,324）

科　　　目

財務諸表に対する注記

小　　計

小　　計

合　　計

科　　　　　目

小　　計

役員退職慰労引当資産

退職給付引当資産

合　　計

小　　計

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

3,398,442 1,303,301 2,095,141

9,905,193 8,756,916 1,148,277

1,183,900 785,965 397,935

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

助成金

公益法人助成 日本宝くじ協会 － 11,550,000 11,550,000 － －
全国市町村振興協会 － 0 0 － －

－ 11,550,000 11,550,000 － －

６．ファイナンス・リース取引関係

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却費相当額及び期末残高相当額

工具器具備品

取得価額相当額 881,280

減価償却費相当額 396,576

期末残高相当額 484,704

（２）未経過リース料期末残高相当額

1年以内 1年超 合計

未経過リース料期末残高相当額 183,600 321,300 504,900

（３）当期の支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額

支払リース料 91,800

減価償却費相当額 88,128

支払利息相当額 0

（４）減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。

（５）利息相当額の算定方法は、簡便法によっている。

補助金等の名称

商　　標　　権

市町村振興事業助成

合　　　　　　　　　計

科　　　目

什　器　備　品

建物付属設備




